
通信運搬費 85,967円　会計年度任用職員給料 3,614,400円　通勤手当 205,200円　時間外勤務手当
115,535円　期末手当 469,872円　市町村職員共済組合負担金 119,943円　市町村職員互助会負担
金 12,000円　社会保険料 509,228円　機器リース料 394,460円　機械器具購入費 190,080円

備　 考

項 3 戸籍住民基本台帳費 目 1 戸籍住民基本台帳費

特定財源の名称・金額 個人番号カード交付事務費補助金 5,716,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 2 総務費

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 一般財源(e)

  うち繰越分↓
685

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d) 11,200

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓
11,973,000

  うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a) 4,647,000
  うち繰越分↓

5,716,000

 県支出金(b)
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

11,973,000
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 4,658,200
  うち繰越分↓

5,716,685

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

マイナンバーカード（平成28年1月交付開始）
　プラスチック製のICチップ付カードであり、券面に住所・氏名・生年月日・性別・マイナンバー・本人の顔写
真等が表示される。本人確認のための身分証明書として利用できるほか、自治体サービス・e-Tax等の電
子証明を利用した電子申請等、様々なサービスに利用できる。発行希望者に対して、窓口で交付事務を
行っており、必要に応じて暗証番号の初期化・再設定も行っている。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

マイナンバーカード（令和4年4月1日～令和5年3月31日）
　申請枚数 5,220枚　交付枚数 3,950枚

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

マイナンバーカードの交付及び券面事項の更新
ICチップへの電子証明書発行・失効及びその更新

対 象 者
本町に住所を有する

者

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　届出・申請は本人確認を徹底し、遺漏なく適切に運用する。

事業継続年数 事業開始年度 平成27年度

分野別施策 所 属 長 濱口 富雄

主な施策 電話番号 82-6360

第２次
総合計画体系

政策目標 該当なし 担当部署 住民課

根拠法令等 社会保障・税番号法　住民基本台帳法　個人番号の交付等に関する事務処理要領

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 個人番号カード関連事務 整理番号 1305-008

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


